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研究成果の概要（和文）：強風等の過大荷重による部材変形や，鉄塔周辺の地盤変状に起因する基礎の変位（脚
部不同変位）により，送電鉄塔に損傷が生じる事例が確認されている．本研究では弾塑性有限要素解析により，
こうした外的作用による鉄塔の損傷挙動と損傷後の耐荷力低下程度を評価した．さらに，損傷を受けた鉄塔につ
いて部材交換や脚部不同変位除去等の修繕を模擬した解析を行い，修繕による耐荷力の回復程度を評価した．そ
の結果，損傷形態や修繕方法によって修繕効果に顕著な相違がみられることが確認された．このことから，効果
的な修繕を行うためには，損傷形態に応じて適切な修繕方法を選択することの重要性が示唆された．

研究成果の概要（英文）：This study examined the progress of damages and the ultimate strength of 
transmission tower subjected to excessive loads due to strong winds and foundation displacement due 
to ground deformations using 3D finite element analysis, especially focusing on the distribution of 
damaged members and the accompanying strength degradation. We then performed repairing analysis of 
the damaged tower, which simulated repair measures by replacing damaged members and removing 
foundation displacement, and thereby evaluated the degree of strength recovery after the repair. The
 analysis result revealed that the efficacy of repair significantly depends not only on the repair 
methods but also on the distribution of damaged members associated with the cause of damage. This 
implies that the proper choice of repair measures according to damaged state is crucially important 
for effective recovery of the tower strength.

研究分野：非線形連続体力学，弾塑性力学，計算地盤力学，応用力学

キーワード： 送電鉄塔　電力インフラ　耐災害性　損傷・修繕シミュレーション　構造物の健全性評価　耐荷力　部
材損傷　基礎不同変位

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では，強風荷重や脚部不同変位による鉄塔の損傷挙動と耐荷力低下について有限要素解析により評価し
た．さらに，損傷が生じた鉄塔に対して修繕を模擬した解析を行い，修繕による耐荷力回復程度の定量評価を試
みた．その結果，修繕方法によって修繕効果に顕著な相違がみられ，損傷要因や損傷形態に応じて修繕方法を適
切に選択することの必要性が示唆された．本研究により，修繕後の性能回復程度の定量評価が可能となった．こ
の成果は，損傷要因や損傷形態に応じて合理的な修繕方法の選定を可能とするための基盤技術整備に寄与し，電
力インフラの耐災害性向上と損傷後の迅速な復旧を行うための技術開発に貢献しうるものである．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
送電鉄塔に作用する外力としては，一般に風や着氷雪による荷重が支配的である．これらの荷

重は鉄塔部材に座屈・折損や伸び変形等の損傷をもたらす．2019 年 9 月に房総半島を中心に大
きな被害をもたらした台風 15 号では鉄塔 2 基が倒壊し，大規模な電力供給障害が生じた．過去
の台風では，鉄塔本体や電線等に作用する強風荷重が部材を介して基礎へと伝達され，基礎の引
揚破壊が生じた事例もある（文献①）．こうした荷重伝達に着目して鉄塔－基礎－地盤の全体系
解析を行った研究がある（文献②）． 

一方，地震荷重については，がいしや相間スペー
サー等の損傷を除けば，塔体に直接作用する地震荷
重による鉄塔本体の損傷事例はほとんどみられて
いない（例えば文献③）．しかし，鉄塔周辺の地盤変
状に起因する基礎の変位（本研究では「脚部不同変
位」とよぶ）によって，図 1 のように鉄塔の脚部周
辺の部材に損傷が生じることがある．2011 年東日本
大震災での福島第一原子力発電所事故では，周辺土
砂崩壊による外部電源供給用鉄塔の倒壊が事故の
一因として挙げられた（文献④）．こうした事例を踏
まえると，地盤変状等に起因する脚部不同変位によ
る鉄塔の損傷挙動の把握は重要な研究課題である． 

しかし，部材変形や脚部不同変位の損傷程度と鉄
塔全体の耐荷力低下程度との定量的関係は明らか
になっていない．そのため，部材変形等の「大・中・小」といった定性的区分で損傷程度を評価
することも多く，そのような場合，損傷評価は点検者の主観や経験に依存したものになりうる．
また，損傷評価に基づいて部材交換等の局所的な原状復旧による修繕は一般に行われているが，
こうした修繕方法によって鉄塔の健全性を十分に回復できているかは明確になっていない．す
なわち，修繕後の性能回復程度を定量評価する方法が未確立であるため，修繕効果を定量保証し
た形で効果的な修繕方法を選定するための枠組みが十分に整備されていないのが現状である． 
 
２．研究の目的 

上述の背景を踏まえると，鉄塔に対する様々な外的作用に起因する損傷が鉄塔の耐荷性能に
及ぼす影響を正確に把握するとともに，修繕効果を定量評価する方法の開発が不可欠である．大
型台風や大規模地震災害といった過酷ハザード事象への備えとして，送電設備の耐災害性の把
握，電力安定供給のための機能確保に対する要求，災害時の電力早期復旧に係る取り組みに関す
る認識が高まっている状況下，鉄塔の損傷・修繕に関する研究は工学的に意義が大きいと考える． 

本研究では，強風荷重や脚部不同変位による鉄塔の損傷と耐荷力低下について三次元有限要
素解析により検討した（損傷解析）．つづいて，損傷が生じた鉄塔に対して修繕を模擬した解析
（修繕解析）を行い，修繕による耐荷力回復程度の定量評価を試みた．これにより，損傷状態に
応じた合理的な修繕方法の選定を可能とするための基盤技術の構築を目的とした． 
 
３．研究の方法 
(1) 研究方法の概要 
実際の送電ルートで採用されている標準鉄塔の一種を検討対象とする．鉄塔に損傷を及ぼす

外的作用として，強風による過大荷重と，脚部不同変位を想定した損傷解析を行い，鉄塔の耐荷
力を評価する．また，損傷状態に対する再載荷解析によ
り損傷後耐荷力を評価する．つづいて，修繕を模擬した
解析モデルについて修繕後耐荷力を評価し，修繕によ
る強度回復程度を調べる．その際，2 通りの異なる修繕
方法として，損傷した部材の交換と，脚部不同変位の除
去を考え，模擬した修繕解析を行う．前述の 2 種類の外
的作用に起因する部材損傷を詳細に分析し，損傷様態，
修繕方法，修繕効果の相互の関連性について検討する． 
(2) 鉄塔の有限要素解析モデル 

本研究では，実際の交流 66 kV 線路で採用されてい
る懸垂型標準鉄塔の一種（継脚 32.0 m, 高さ 40.5 m, 脚
部根開き 6.425 m）を検討対象とし，それを再現した有
限要素解析モデルを用意した．鉄塔の全体図と寸法を
図 2 に示す．x 軸を線路直角方向，y 軸を線路方向，z 軸
を鉛直上向きに取る．図中に示すように 4 脚を「脚部 1」
～「脚部 4」と称する． 

図 1：地震時の脚部不同変位による鉄塔の部材

損傷事例（2007 年新潟県中越沖地震） 

図 2：検討対象とした懸垂型標準鉄塔 



鉄塔のモデル化には 2 節点一次アイソパラメトリック Timoshenko 梁要素を用いた．検討対象
とした鉄塔では全部材で等辺山形鋼が用いられている．本研究では断面積および強軸・弱軸まわ
りの最大・最小の断面二次モーメントが等辺山形鋼と等しい箱形断面の梁部材としてモデル化
した．部材の鋼種は鉄塔構造図の記載（日本鉄塔協会「送電用鉄塔設計仕様」に準拠）に従った．
各鋼種（SS400 および SS540）の材料定数は，文献⑤の表-1（材質及び強度区分別許容応力度表）
に記載があるものはその値を用い，記載がないものは鋼材の一般的な値とした．鋼材の構成則に
は von Mises 降伏規準を用いた等方硬化弾塑性モデルを採用した．全部材で 1 部材を 5 要素に分
割した．本研究で検討対象とした懸垂型標準鉄塔のモデルでは 4540 要素，3967 節点である． 
(3) 鉄塔の作用する外力の設定 
有限要素解析での作用外力には，塔体設計で一般的に用いられる設計荷重を用いた．季節によ

る荷重特性の違いを考慮し，一般に高温季(H), 低温季(L), 湿型着雪時(S)の 3 種類の季節荷重が
考慮される．このうち台風の襲来等が多い夏から秋にかけての季節を想定した高温季(H)荷重の
みについて解析を行った．径間長 400 m として想定荷重を設定した．設計荷重を有限要素解析に
導入する際には，設計荷重と等価な節点荷重に換算した上で鉄塔の解析モデルに作用させた． 
地線および電線の支持点（塔頂および腕金先端）に作用する荷重は，垂直荷重，水平横荷重，

水平縦荷重に大別される．垂直荷重は鉛直下方向荷重で，地線・電線や着氷・着雪の重量，電線
張力の垂直角度荷重等が含まれる．水平横荷重は線路直角方向の水平荷重で，電線張力の水平角
度荷重，電線等に作用する風圧荷重等が含まれる．水平縦荷重は線路方向の水平荷重で，電線の
不平均張力による荷重等が想定されるが，本研究では考慮しないこととした． 
これらの荷重のほか，塔体重量と塔体に直接作用する風圧による荷重を考慮した． 
塔体重量については，鋼材の単位体積重量は一般に 3 37.8 10 kgf m× 前後であるが，本研究では

接合プレート・ボルト・付帯設備等の重量を考慮して定められている一般的な割増率（最下腕金
位置およびその上部で 1.48, それより下部で 1.10）を考慮しつつ，有限要素解析による自重解析
で鉄塔 4 脚の鉛直反力合計が塔体設計での重量計算値（検討対象鉄塔では接合プレート・ボル
ト・付帯設備等を含めて 8,033 kgf）と等しくなるように，鉄塔上部で 4 31.1377 10 kgf m× ，鉄塔
下部で 3 38.4558 10 kgf m× と設定した．重力加速度は 29.8m s とした． 
風荷重方向は線路直角方向（図 2 で x 軸正方向）とし，単位風圧は高温季(H)で 2310 kgf m ，

低温季(L)でその 0.5 倍，湿型着雪時(S)で 0.3 倍とした．風向き方向に直交する y–z 面への部材投
影面積に上述の単位風圧を乗じた値をパネルごとに合計し，それを四等分して風上側パネル四
隅の格点に載荷する． 
本研究では荷重の発生要因による性質の違いを考慮して，上述の設計荷重 F を定荷重 DF と変

動荷重 LF に分類し，変動荷重係数 k を用いて次式のように表す． 
 D Lk= +F F F  ・・・式(1) 
定荷重 DF は，腕金先端等に作用する垂直荷重のうち着氷・着雪重量を除いた電線等の重量，電
線張力等による垂直角度荷重，水平横荷重のうち電線張力等による水平角度荷重，および塔体重
量からなるものとする．変動荷重 LF は，腕金先端等に作用する垂直荷重のうち着氷・着雪重量
による電線等の重量，水平横荷重のうち電線等の風圧荷重，塔体風圧荷重からなるものとする． 
(4) 強風および脚部不同変位を想定した損傷・修繕解析 
本研究では，強風による損傷を想定した解析と，脚部不同変位を想定した解析を行い，各想定

作用による鉄塔の損傷状態および損傷前後の耐荷力を評価した．さらに，損傷部材の交換または
脚部不同変位の除去による修繕を模擬した解析を行い，修繕後の強度回復程度の評価を試みた． 
強風を想定した損傷解析の手順は以下の通りである． 

・手順 1：鉄塔の 4 脚全てを固定した状態で，定荷重 DF を載荷する． 
・手順 2：定荷重を載荷したまま，変動荷重 LF を 0k = から漸増載荷する．損傷により荷重 F が
増加から減少に転じたとき，荷重係数 k の最大値 0

ultk を「無損傷時耐荷力」と定義する．最大荷
重点を超えて荷重が減少に転じた後，損傷が進行した状態 ( 0

ultk k k∗= <  ) まで解析を続行する． 
・手順 3：変動荷重を 0k = まで除荷し，定荷重だけが作用した状態にする．これは実際の損傷後
の点検時の荷重状態を想定している．この状態で部材変形等の損傷状態を評価する． 
・手順 4：損傷後の耐荷力を評価するため，変動荷重 LF を 0k = から再度漸増載荷する．この再
載荷過程での k  の最大値 dam

ultk を強風想定時の「損傷後耐荷力」と定義する． 
強風による損傷後の修繕解析の手順は以下の通りである． 

・手順 1：損傷解析の手順 3 において，曲げ変形が顕著な部材を検出する．最も大きな曲げ変形
が生じている部材から順に，所定の本数の部材を交換対象とする． 

・手順 2：交換対象部材と接続している隣接部材の節点に仮支持力を与えた状態で，交換対象部
材を取り除く．仮支持力の大きさは，交換対象部材の軸力から算出する． 

・手順 3：同一箇所に新しい部材を入れ，両端を隣接部材の節点と接続した後，仮支持力を取り
除く． 

・手順 4：修繕後の耐荷力を評価するため，変動荷重 LF を 0k = から再度漸増載荷する． k の最
大値 rep

ultk を「部材交換による修繕後耐荷力」と定義する． 



上述した損傷解析と修繕解析によって評価される各状態での耐荷力の概念図を図 3 に示す．
それらの値をもとに耐荷力に関する以下の評価値を定義する． 

0 dam 0
ult ult ult
rep dam 0 dam

ult ult ultult
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ult ult
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（修繕後の強度回復率）

（正規化損傷後耐荷力）

（正規化修繕後耐荷力）

 ・・・式(2) 

脚部不同変位を想定した損傷・修繕解析につ
いて以下に述べる．送電用支持物設計標準 
(JEC-127-1979)（文献⑥）では，不同変位の許容
変位量を鉄塔の根開き（脚間寸法）に対して水
平方向で 1/800 程度，鉛直方向で 1/1200 程度と
している．本研究で検討対象とした鉄塔の根開
きは 6.425 m なので，許容変位量は水平方向で
8.0 mm 程度，鉛直方向で 5.4 mm 程度である．
実際には鉄塔 4 脚それぞれに様々な方向の不同
変位が生じることが考えられるが，本研究では
図 4 に示すように脚部 4 だけに不同変位が生じ
る場合に限定して検討することとし，水平対角開脚方向の不同変位 H 0u > が生じるケースと，鉛
直下方向の不同変位 V 0u > が生じるケースの 2 通りを考える． 

脚部不同変位を想定した損傷解析の手順は以下の通りである．脚部不同変位が発生していな
い状態での無損傷時耐荷力 0

ultk は，強風を想定した損傷解析の手順1～手順2と同様に評価する． 
・手順 1：鉄塔の 4 脚全てを固定した状態で，定荷重 DF を
載荷する． 

・手順 2：定荷重を載荷したまま，脚部 1, 2, 3 を固定した
状態で，脚部 4 に所定量の不同変位（ Hu または Vu ）を
強制変位として与えたあと，脚部 4 を固定する．この状
態で部材変形等の損傷状態を調べる． 

・手順 3：定荷重を載荷したまま，変動荷重 LF を 0k = か
ら漸増載荷する．k の最大値 dam

ultk を脚部不同変位想定時
の「損傷後耐荷力」と定義する． 
脚部不同変位によって損傷した状態に対して，以下 2 つ

の異なる修繕方法 A, B を考える．いずれの修繕方法においても，上述の損傷解析の手順 2 の状
態で修繕を行う． 
・修繕方法 A：強風による損傷に対する修繕解析と同様の手順で，顕著な曲げ変形が生じている

部材を所定本数だけ交換する． 
・修繕方法 B：脚部 4 に不同変位（ Hu または Vu ）と逆方向の強制変位を与えることにより不同

変位を除去し，脚部 4 を健全時の位置まで戻す． 
修繕後耐荷力の評価方法は，強風想定時の修繕解析の手順 4 と同様である．修繕方法 A, B に対
して，それぞれ「部材交換による修繕後耐荷力」と「脚部不同変位除去による修繕後耐荷力」を
定義する． 
 
４．研究成果 
(1) 強風を想定した損傷・修繕解析の結果 
強風を想定した損傷解析で顕著な曲げ変

形が生じた部材の位置と変形状況を図 5 に
示す．同図は， 0

ult 3.32k = を経て 2.59k∗ = に
低下するまで解析を行った後， 0k = まで除
荷した状態（強風を想定した損傷解析の手順
3 の状態）を示している．第 15, 第 16 パネ
ルの主柱材での損傷が顕著である．第 18, 第
19 パネルの補助材にも損傷がみられる． 

損傷解析と修繕解析で得られた無損傷時，
損傷後，および部材交換による修繕後の荷重
－変位関係を求め，図 3 の概念に基づき式(2)
により損傷後の強度低下率と修繕後の強度
回復率を求めた．損傷後の強度低下率は
22.0%であった．修繕解析では，曲げ変形による損傷が顕著な主柱材 2 本を交換した場合は 46.3%
の強度回復率が得られた．一方，腹材 2 本を交換した場合は修繕効果がみられず，むしろ修繕後

図 3：各状態での耐荷力の概念図 

図 4：脚部不同変位の設定 

図 5：強風を想定した損傷解析で得られた損傷状態（変

形倍率 5 倍，括弧内数字は部材曲げ変形の大きさ順） 



耐荷力が損傷後耐荷力を数%下回る結果となった． 
(2) 脚部不同変位を想定した損傷・修繕解析の結果 
水平開脚方向の脚部不同変位 Hu を想定した損傷解析

で顕著な曲げ変形が生じた部材の位置と変形状況を図 6
に示す．図には H 16.0 mmu = , 72.1 mm , 109.8 mm を与え
たときの部材損傷状態を示した．これらの不同変位は，
文献⑥が定める許容変位量の約 2.0 倍，9.0 倍，13.7 倍に
相当し，損傷後の強度低下率はそれぞれ−0.54%, 13.2%, 
16.9% で あ っ た ． 鉛 直 下 方 向 の 脚 部 不 同 変 位

V 13.4 mmu = , 36.1 mm による解析も行った．強度低下率
はそれぞれ 4.2%, 45.9%であった．部材損傷の状況は，紙
面の制約により図示を省略する．以上の結果から，水平
開脚方向の不同変位 Hu よりも鉛直下方向の不同変位 Vu
の方が鉄塔の耐荷力低下に及ぼす影響が大きいことが
確認された．ただし，方向や大きさが異なる脚部不同変
位が鉄塔の耐荷力に及ぼす影響の程度については，今後
さらなる検討が必要である． 

脚部不同変位 H V,u u によって損傷が生じた各状態に
対して，修繕方法 A, B による修繕解析を行った．水平開
脚方向の不同変位 Hu による損傷に対する修繕後の強度
回復率は，修繕方法 A による主柱材や腹材の部材交換で
は 10%未満の回復率に留まった．一方，修繕方法 B によ
り不同変位 H 109.8 mmu = を除去した後の強度回復率は
96.8%と無損傷時に近い値まで回復できることが確認さ
れ，修繕方法 B の有効性がみられた．鉛直下方向の不同
変位 Vu による損傷に対する修繕方法 A による強度回復
率は， V 13.4 mmu = の場合は主柱材 2 本の交換により
35.7%の強度回復がみられたが，それ以外の場合は 10%
未満であり，修繕方法 A による強度回復率は小さかっ
た．一方，修繕方法 B では，45.9%と著しい強度低下率
がみられた V 36.1 mmu = のときでも無損傷時に近い耐
荷力まで回復でき，不同変位の除去による修繕の有効性
がみられた． 
(3) 修繕による強度回復程度に関する考察 
強風荷重による損傷が生じた鉄塔に対して，部材交換による修繕を模擬した解析を行い，修繕

後耐荷力を評価した．その結果，損傷が顕著な主柱材 2 本を交換した場合には，無損傷時に近い
耐荷力まで回復させることはできなかったが，部材交換による修繕にはある程度の有効性がみ
られた．脚部不同変位による損傷に対しては，部材交換と脚部不同変位除去の 2 種類の修繕方法
を考え，それぞれの修繕効果を比較した．その結果，部材交換による修繕では十分な強度回復が
みられなかった．これとは対照的に，本研究で検討した範囲の不同変位では，不同変位を除去す
る修繕により無損傷時耐荷力に近い値まで強度回復できる場合があることが確認された． 
このように修繕方法によって修繕効果に顕著な相違がみられ，損傷要因や損傷形態によって

は部材交換による修繕が必ずしも有効でない場合があることが確認された．以上の結果から，損
傷要因や損傷形態に応じて修繕方法を適切に選択することの必要性が示唆される． 
本研究では，懸垂型標準鉄塔の一種を対象として，高温季(H)荷重が作用する場合に限定し，

単一の脚部に対する不同変位を想定した検討を行った．異なる型式・継脚の鉄塔に対して各種の
季節荷重や脚部不同変位が作用する場合において，本研究で得た結果がどの程度まで一般性を
もって適用可能かについては，今後さらに検討が必要である． 
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